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１．一致CIの動向（知事公室統計課）

①奈良県の4月の一致指数は
140.6 で、前月を5.7 ポイン
ト上回り、2ヶ月連続の上昇
となった。奈良県の一致指
数は、景気の上昇曲面であ
ることを示している。

CI（コンポジット・イン
デックス）は、構成する指
標の動きを合成し、主とし
て景気変動の大きさやテン
ポ（量感）を測定するも
の。
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２．個人消費：百貨店・スーパー販売額・乗用車販売台数（南都
経済研究所、経済産業省等）

①４月の百貨店・スーパー販売
額は、0.4％増の181億円で、5カ
月ぶりのプラスに転じた。

②内容的には衣料品は▲2.5％
で、飲食料品が1.1％増であり、
衣服に対する出費を控えている
ことがわかる。

③また、既存店ベースでは
▲0.9％であり、県内の個人消費
が回復しているとは、言い難
く、店舗間の競争が激化してい
ることがわかる。
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３．生産：観光（奈良県観光局）

①黒滝村、下市町、天川村
は、県南部D地区になる。

②平成27年のD地区の観光客
数は、3,867千人で、平成26
年3,950千人に比べ約２％減
少している。

奈良県内で唯一減少してい
る地域となっている。
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３．生産：観光（奈良県観光局）

①D地区に焦点を当てると、
テレビで紹介された天川村や
大台ケ原が順調であったこと
がわかる。

②このことから、サービスの
質の向上等も重要である一方
で、マスコミが取り上げたく
なる企画が重要と言える。
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３．生産：生産（南都経済研究所、奈良県知事公室統計課）

①４月の鉱工業生産指数
は、94と前月比6.6％増で2
カ月連続の上昇。なお、
2010年を100としている。

②在庫指数も153.2で前月
比2.4％低下し、2カ月ぶり
の低下となっている。在庫
は減少したほうが、売れて
いることを示す。

③ただし業種別に見てみる
と、木材・木製品は前月
比、前年同月比ともにマイ
ナスになっており上向いて
いるとは言い難い。
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３．生産：設備投資（内閣府）

この指標のみ、全国で捉
えているものを利用。

①全国の5月の機械受注
は前月比▲3.1％と悪化
している。

②特に、非製造業は
▲5.1％となっている。

③4月～６月の見通しで
は、製造業、非製造業共
にマイナスとなってい
る。
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４．雇用：雇用情勢（南都経済研究所、奈良労働局）

①４月の新規求人数は8,322人で、
前年同月比3.9％増と、増加してい
る。

②有効求人数も23,116人で前年同
月比4.6％増と、24カ月連続で増加
している。

③一方で、新規求職者数は4,449人
で前年同月比0.4％増と微増にとど
まった。

④また、有効求職者数は18,653人
で前年同月比5.1％減で、16カ月連
続で減少している。

引き続き、採用環境は厳しいと
言える。
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５．倒産（南都経済研究所、帝国データバンク）

①5月の倒産件数は、６件
で増加しているものの、16
カ月連続で一桁台で推移し
ている。

②負債総額は925百万円と
なっている。倒産原因は、
競争激化や消費動向の停滞
などを背景とした販売不振
が５件と大半を占めてい
る。

直近1年でみると倒産件
数、負債総額とも多いが、
水準としては低い。 10



６．7月の特集：奈良県市町村民経済計算（平成29年7月知事公室統計課）

• あ
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本統計において、黒滝村、
下市町、天川村は、南和地
域となる。



６．7月の特集：奈良県市町村民経済計算（平成29年7月知事公室統計
課）

①26年度の南和地域は、前
年度比プラスマイナスゼ
ロ。

②農林水産業等がマイナス
になっている。

③奈良県内では、王寺地域
の成長が6.7％と目立つ一方
で、橿原高市地域は▲1.6％
と減少傾向が目立つ。
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６．7月の特集：奈良県市町村民経済計算（平成29年7月知事公室統計課）

①26年度の南和地域は、サービス業と政
府サービス生産者の割合が大きい。

②奈良県全体と構成比を比較すると、農
林水産業、建設業、電気・ガス・水道
業、及び政府サービス生産者の割合が大
きい。

②一方で、製造業、卸・小売業、サービ
ス業の割合が小さい。
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６．7月の特集：奈良県市町村民経済計算（平成29年7月知事公室統計課）

①南和地域の地域別市町
村所得は、前年度比
▲3.2％で奈良県内で最
も大きくマイナスになっ
ている。

②特に企業所得が
▲16.4％となっている。

企業所得の絶対額も奈
良県内で最も少ない
30,776百万円である。
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６．7月の特集：奈良県市町村民経済計算（平成29年7月知事公室統計課）

①成長率は、黒滝村は
▲5.2％。製造業、建設業
等がマイナスになってい
る。

②下市町は、プラスマイナ
スゼロで横ばい。製造業等
がプラスに寄与している。

③天川村は、▲０．５％で
ほぼ横ばい。サービス業等
がマイナスになっている。

④奈良県全体では0.7％成
長しているものの、マイナ
スの市町村が２２で、プラ
ス（ゼロも含む）の市町村
１７を上回っている。
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６．7月の特集：奈良県市町村民経済計算（平成29年7月知事公室統計課）
①構成比でみると、黒滝村
は、政府サービス生産者の
割合が県内で最も大きい。
一方で、製造業、サービス
業の割合が小さい。

②下市町は、製造業の割合
が大きい。一方で、南和地
域で比較すると建設業の割
合が小さい。

③天川村は、サービス業の
割合が大きい。一方で、製
造業の割合が小さい。
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６．7月の特集：奈良県市町村民経済計算（平成29年7月知事公室統計課）
①一人当たりの所得は、黒滝
村1,932千円、下市町1,809千
円、天川村1,821千円で、奈
良県平均の2,534千円をいず
れも下回っている。

②前年度比では、黒滝村
▲0.9％、下市町▲2.1％のマ
イナスに対して、天川村は、
プラス2.8％になっている。奈
良県全体では、プラス１％で
ある。
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